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内閣総理大臣 高市 早苗 様 

 

イラン攻撃の即時停止に向けた外交努力を求める要請 

 

 米国およびイスラエルによるイランへの軍事攻撃は、イラン国内ではすでに1300人以上ともいわれ

る市民の生命を奪っています。そのなかには、米国による小学校への爆撃により失われた多くの子ど

もたちの命も含まれます。イランによる周辺国への攻撃や、イスラエルによるレバノンへの攻撃も重

なって、中東全域が破滅的な戦火に陥りつつあります。世界経済への影響も甚大であり、事態は一刻

の猶予も許しません。 

 さらに、原油の流出や火災、爆撃等によって大量の温室効果ガスや有害化学物質が排出され、水や

空気、土壌や生態系が深刻に汚染されています。世界保健機関は、先日のイランの石油施設への攻撃

後に降った黒い雨が健康被害をもたらし、深刻な大気汚染を引き起こしていると警告しました。戦争

は最大の環境破壊であり、将来世代に健康被害を残し、生態系を壊滅させ、気候危機を加速させま

す。  

 日本国内の世論調査では、圧倒的多数の人々がこの軍事攻撃を「支持しない」と回答しています。3

月19日に日米首脳会談に臨む高市総理におかれましては、トランプ米大統領へ以下の通り強く働きか

け、毅然とした外交姿勢を示すよう要請いたします。 

 

1. 国際法の遵守と即時停戦 

 現在行われている軍事攻撃は、主権国家に対する武力行使を禁じた国連憲章第2条4項に明白に違反

するものです。法を無視した軍事攻撃を続けることは、さらなる混沌と憎しみの連鎖を招きます。米

国が、イランへの軍事攻撃を直ちに停止するとともに、イスラエルに対してもイランおよび周辺国へ

の軍事攻撃の即時停止を働きかけるよう、日本政府として強く求めてください。 

 イランによる反撃が民間人の命を奪い、危険にさらしていることは由々しきことです。私たちはイ

ラン政府に対してもそうした行為の停止を求めています。しかし、事態の経緯からして、まず米国が

攻撃を停止しなければこの危機が収束しないことは明らかです。 

 

2. 軍事協力および財政支援の拒否 

 日本は米国主導のこの戦争に、いかなる形でも協力すべきではありません。報道によれば、米海兵

隊が在日米軍基地からイランに向けて出撃しており、さらにトランプ大統領は、日本に対してホルム

ズ海峡の安全確保のための自衛艦派遣を期待しているとのことです。しかし、日本は、自衛隊を派遣

すべきでないことはもちろん、軍事費の財政支援も、断じて行うべきではありません。 

 その理由は、以下のとおりです。 

● 法的根拠の欠如： 2015年の安保法制の違憲性の疑いはさておいたとしても、憲法および現行

法に照らして、日本が今回の軍事行動に対して自衛隊を派遣することを正当化しうる法的根拠

は皆無であり、実施は不可能です。 

● 現場の危険性： 戦火が拡大する中での自衛隊の派遣はあまりに危険であり、隊員の命を不当

なリスクに晒すものです。 

● 外交的代償： 万が一日本が、財政面を含め、支援を行えば、長年築いてきたイランとの友好

関係のみならず、中東諸国やグローバルサウス諸国からの信頼を決定的に損なうことになりま

す。 

 

3. エネルギー安全保障と経済的安定への道 

 ホルムズ海峡の安定化と原油やLNGの安定供給は、日本にとって死活的な課題です。しかし、そのた

めに必要なのは戦争への加担ではなく、戦争を今すぐ止めさせることです。軍事衝突の激化こそが供
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給網を破壊する最大のリスクであり、平和的な解決こそが日本のエネルギー安全保障を担保する唯一

の道です。 

 そして、長期的には、輸入化石燃料に頼る社会から脱却していくことが必要です。 

 

4. 核問題は外交で解決を 

 今回の軍事攻撃の「理由」とされたイランの核開発問題は、重大な問題ですが、外交によって解決

すべきです。軍事力では核問題は解決できません。そもそも米国もイスラエルも核兵器を保有してい

ます。米国は核不拡散条約（NPT）のもとで核廃絶への義務を負っており、イスラエルは自身の核保有

について情報公開を求められています。今のままでは、国際的な核不拡散体制そのものが破壊されて

しまいます。 

 一昨年の日本被団協のノーベル平和賞受賞は、核兵器が「絶対悪」であることを世界に再認識させ

ました。イランの核開発問題は、来月開かれるNPT再検討会議や核兵器禁止条約などを通じて外交的に

解決すべきであることを、米国に強く促してください。 

 

 友好国が過ちを犯しているときに、それに盲従したり忖度したりすることは、責任ある国家の行動

とはいえません。国際的な「法の支配」が危機にある今こそ、「平和国家」を標榜してきた日本の外

交の真価が問われます。歴史の正しい側に立ち、真の意味で国民の安全と国際社会の安定につながる

外交を展開されることを、強く求めます。 
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